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安倍元首相銃撃死で表面化した“実態” 

東京五輪めぐるカネまみれの不祥事連鎖 

第 26 回参院選のさなか歴代最長の在職日

数を記録した安倍晋三元首相が手製の銃に

よって殺害された。原因ともなった宗教団体

の実態と政界に浸潤したつながりや影響が

暗殺という、深刻な国政の事態の現実を国民

の前にさらけ出した。宗教団体と関係した政

治倫理のあり方が問われている。 

 さらに昨年夏に開催された東京五輪・パラ

リンピックでは、組織委員会のキーマンで広

告最大手・電通出身の元理事(78)らが、大会

スポンサー契約をめぐり、関係業界との賄賂

の受け渡しをしていた。五輪関係団体の「み

なし公務員」の姿勢も問われていたことが明

るみに出た。 

 新型コロナは、オミクロン株の変異系統で

「ＢＡ．５」への置き換わりで第６波に次い

で第７波のフェーズも、感染拡大の予感。２

月に始まったロシアのウクライナ侵攻は、７

カ月を経て収束を見ず、９月末までに東・南

部４州で新ロシア派による「住民投票」を強

行しロシア編入を宣言、世界の多くが反発し

ている。 

 

◇自民党は国会議員の半数近くに接点 

安倍元首相が銃撃され、死去した３日後の 

７月 10 日投開票の参院選では、自民党が単

独で改選過半数の 63 議席を確保し大勝、８

月 10 日に第２次岸田改造内閣が発足した。

安倍元首相も関わりをもった宗教団体「世界

平和統一家庭連合（旧統一教会）」について

党所属の国会議員との関係を点検、両院議長

を除く自民党 379人中の約半数、179人に接

点があったことが判明、その中に現職閣僚や 

党幹部もいたことがわかった。 

９月 27 日に日本武道館で安倍元首相の葬

儀を 16.5 億円もかけて国葬とすることを閣

議決定したことにより世論を二分したもの

の、押し切って開催された。 

不祥事で目立ったのは五輪に代表される

カネに絡む利権やセクハラを含めたハラス 

メント。また、子どもの命、人権が軽んじら 

れ、行政組織などの体制（態勢）不備や意識

の薄弱さが窺われる事故や事件も相次いだ。 

 

◇ハラスメント多発、教訓も生かせず 

同じ職場の 40 代警部に「能力が低い」な

どとパワハラ発言を繰り返した奈良県警の

警視(58)、青森県八戸市の住宅会社では新年

会で営業成績が低かった社員に「あーあって

感じ」などと記した“症状”を渡し、精神疾

患を発症させ翌月、自殺に追い込み訴訟とな

った。防衛省・自衛隊では女性陸自隊員への

セクハラがあり、退官して実名で性被害を訴

え続けたことで幹部の謝罪をもたらした。同

省窓口に寄せられる相談件数は 16 年度 256

件から 21年度は 2311件と 10倍近くに。 

旧統一教会との絡みだけではなく、政治家

としての資質が疑われる選挙での“買票”と

見返りの献金や集会参加による権威付け、口

利きは、あらためて国民の不信を買った。 

大阪府寝屋川市の女性市議（42）ら５人に

よるコロナ融資仲介を偽っての福祉・医療関

係十数施設から手数料名目で十数億円の詐

取（８月）。パート社員で働く在日韓国人 50

代女性社員に対する職場でのヘイトスピー

チ文書配布を繰り返した東証プライム上場

の不動産会社、ウクライナ国籍の女性社員が

上司から 2020 年以降、繰り返しパワハラを

受け精神的苦痛を負った。大手ファミレスや

コンビニでの店長、雇用主による従業員への

パワハラなど、労基署や労働組合によって明

らかにされたケースも。 

昨年 7月、福岡県中間市で５歳の保育園児

がバス内に取り残され熱中症で死亡したが、

ことしも９月５日に静岡県牧之原市の認定

こども園で３歳園児が、炎天下 50 度を超え

るバス内に５時間も置き去りされて、死亡。

運転手が急に休み、理事長自らが代行、職員

も派遣で降車の際に園児人数を確認してお

らず、昨年の教訓が生かされていなかった。 
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日本生命 ７月１日   

 

 

今年３月までの５年間で、15 人の営業社員が顧客からお金をだまし取っ

た不正事案が 16 件あったと公表。顧客 24 人が総額約１億 3800 万円の

被害に遭った。顧客が払った保険料を横領したり、保険を担保に生保会社

がお金を貸す「契約者貸付制度」を悪用したりしていた。都内勤務の女性

社員は顧客６人から計 5750万円をだまし取っていた。 

安倍晋三元首相 

 

７月８日 

 

当日午前 11時半ごろ、奈良市西大寺東町 2丁目の近鉄大和西大寺駅前の

路上で、参院選で街頭演説中の安倍晋三元首相（67）が背後から近づいた

男(41)に銃で撃たれ、ドクターヘリで奈良県橿原市の県立医科大学付属

病院に搬送されたが、同日午後 5時 3分に死亡が確認された。殺人容疑で

逮捕、送検された男は市内に住み、「家族が離散したのは母親が１億円も

の献金をした宗教法人『世界平和統一家庭連合』（旧・世界基督統一神霊

教会）のせいだ」と供述。連合（旧統一教会）は 11 日、都内で同連合会

長が記者会見を開き、同容疑者の母親が信者だと認めた上で、「（母親が）

どのような家庭事情で破産に至ったのかは掌握し切れていない」とした。 

全日本私立幼稚

園連合会（東京

都千代田区） 

７月 13 日 連合会の口座から資金を出金、着服していた元会長(70)と元事務局長

（49）が業務上横領と私文書偽造の疑いで警視庁に逮捕された。不正な出

金は約 6億円に上るとされ、連合会が 2021年 3月に警視庁に告訴してい

た。捜査関係者によると、2人は 2020年までの約 4年間で、銀座の高級

クラブやホテルのフィットネスクラブの私的な支払いに充てるため、連合

会名義の銀行口座から支払先の店の口座に計約 700 万円を送金、着服し

ていた。 

東電の旧経営陣

元会長・社長・

副社長ら５人 

７月 14 日 2011 年３月の東京電力福島第一原発事故で東電に巨額の損害を与えたと

して、同社の個人株主 48 人が元会長(82)ら旧経営陣５人に対し、22 兆

円を東電に支払うよう求めた株主代表訴訟で、東京地裁は元会長ら４人の

賠償責任を認め、計 13兆 3210億円の支払いを命じる判決を言い渡した。 

最高裁は６月、事故避難者らが国に賠償を求めた訴訟の判決で「津波の規

模が想定より大きく、事故は防げなかった」と判断していたが、地裁裁判

長は「巨大津波の襲来は予見でき、対策を講じるよう指示すれば事故を防

げたのに怠った」と述べた。賠償額は国内の裁判で過去最高とみられ、こ

の事故で東電元役員個人の法的責任が認められたのは初めて。 

銭高組 

（大阪市） 

７月 22 日 大阪国税局の税務調査を受け、2021 年３月期までの４年間で約４億円の

申告漏れを指摘されていたことがわかった。うち約 4500万円は下請け会

社からキックバックさせたリベートとされ、悪質な仮装隠蔽を伴う所得隠

しと認定されたとみられる。銭高組を含む３社の共同企業体（ＪＶ）が手

掛けた兵庫県西宮市の鉄道工事で、同社の現場所長が下請け会社から複数

回にわたって現金の払い戻しを受けていた。追徴課税は約１億円。修正申

告した。 

横浜市 

 

７月 25 日 横浜市救急医療センターの救急電話相談業務を巡り、便宜を図った見返り

に受託業者から現金など計約１９０万円分の利益供与を受けたとして、兵

庫と神奈川両県警の合同捜査本部は収賄の疑いで、市医療局の救急医療技

官で市立大助教の男（50）と贈賄容疑で大阪市の人材派遣会社社長(48)

を逮捕した。センターがスタートした 2019 年５月ごろから 11 月ごろま

での間、同社に便宜を図った謝礼として、３回にわたり、横浜市内で現金

約 142万円などを受け取った。 

ＫＤＤＩ(ａｕ) ７月 28 日 ２日未明から４日午後まで、延べ約 61 時間にわたり起こした大規模な通

信障害を巡り、総務省に報告書を提出。この障害で音声通話やデータ通信

が利用しづらい状況が続き、回線を利用している約 3100万人が影響を受

けた。８月 24日夜に 45分間、北海道を含む東日本の 16都道府県で障害

を起こし、最大８万人を超える利用者に影響、さらに９月にも同地域で２

企業不祥事などのコンプライアンス動向（2022 年７月～９月） ＡＣＢＥＥ編集部まとめ 
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分間の通信障害を起こした。7月の大規模な障害のおわびとして、利用者

3589万人に一律 200円を返金すると発表。９月以降の請求額から差し引

かれ、総額は 73億円になる。 

国土交通省 ８月５日 国の基幹統計「建設工事受注動態統計」の不正をめぐり、2013～20 年度の

同統計が計 34．5 兆円過大になっていたと公表した。過大額は最大で年間

5．2 兆円（全体の 6.5％）となり、同省は同日、統計を訂正。内閣府は国

交省が公表した修正額に基づいて、国内総生産（ＧＤＰ）を計算し直すと

発表した。不正によってＧＤＰが修正されるのは極めて異例。 

東京五輪・パラ

リンピック組織

委員会 

８月 17 日 元理事（78）の会社が大会スポンサーで紳士服大手のＡＯＫＩホールディ

ングス側から多額の資金を受領した事件で、東京地検特捜部は受託収賄の

疑いで電通元専務だった元理事を逮捕。容疑はＡＯＫＩホールディングス

側から大会スポンサー契約などで便宜を受けたいとの請託を受け、5100

万円の賄賂を受け取った疑いで、同社前会長(83)ら３人も贈賄の疑いで逮

捕。９月 14 日には、約 6900 万円の賄賂を渡した同容疑で出版大手

「KADOKAWA」会長(79)を逮捕した。さらに、公式マスコット縫いぐるみな

どを製造販売の「サン・アロー」（東京）と運営側としてスポンサー獲得

を狙った広告大手「大広」（大阪市）にも特捜部の捜査が及んだ。 

石川県立中央 

病院（金沢） 

８月 22 日 県内の 80 代患者に鎮痛剤の量を誤って投与し重度の意識障害が残ったと

して、賠償金 3200 万円を支払うと発表した。県は賠償費用を盛り込んだ

議案を９月議会に提出する。病院によると、2020年 12月、首の痛みを訴

えた患者に対し、適正量の 16 倍の鎮痛剤を点滴で投与した。医師が電子

カルテの入力を誤り、薬剤師や看護師も気付かなかった。患者は現在も意

識が戻っていないという。 

日野自動車 

 

９月９日 エンジンの排出ガスや燃費試験のデータ改ざん問題を巡り、新たに小型エ

ンジンで不正があり、小型トラック「日野デュトロ」の出荷を止めたと発

表した。７月末時点の対象台数は累計で７万 6694 台。排出ガスに関する

試験の際、国が定めた測定回数を満たしていなかったことが国土交通省の

立ち入り検査で発覚した。現場の関連法規の理解不足で、不正に気付かな

かったとしている。不正は現在生産する全自社エンジンに及び、国内向け

車種の大半が出荷停止となって経営へのさらなる打撃は避けられない。対

象車種の累計台数は、これまでの 56万台超から約 64万台に増加。親会社

のトヨタ自動車は監督責任が問われそうだ 

防衛省・自衛隊 ９月 29 日 元陸上自衛官だった女性(23)が、所属の中隊で日常的に性的な発言や身体

接触などのセクハラがあり、2020年秋から昨年８月にかけ、演習場の宿舎

施設で押し倒される被害があったことを内部調査により事実確認、陸自ト

ップの幕僚長が謝罪した。女性は今年６月に退官後、インターネットで被

害を公表し署名活動、防衛省で政務官に提出した。性被害を訴えた問題で

福島県の郡山検察審査会が強制わいせつ容疑で書類送検され、不起訴とな

った男性隊員３人について「不起訴不当」と議決され、検察が再捜査へ。 
 
 
 
本資料に関する一切の権利は経営倫理フォーラムに帰属します。その全部または一部を無断で引

用・転載することを禁じます。イントラネットへの転載や研修・講演などで本資料をご利用の際は、

ACBEE 事務局にご連絡・ご相談ください（ACBEE 団体会員は、事務局への申請のみで本資料の使

用料免除）。 

 

 


